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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載
しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 
３．第61期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」
（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

４．第62期第１四半期連結会計期間より潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定に当たり、
平成22年６月30日改正の「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当
たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。当該
会計方針の変更は遡及適用され、第61期第３四半期連結累計期間及び第61期連結会計年度の潜在株式調整後
１株当たり四半期（当期）純利益金額について遡及処理を行っております。 

  

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要
な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第61期 
第３四半期 
連結累計期間 

第62期 
第３四半期 
連結累計期間 

第61期 

会計期間 

自平成23年 
２月１日 
至平成23年 
10月31日 

自平成24年 
２月１日 
至平成24年 
10月31日 

自平成23年 
２月１日 
至平成24年 
１月31日 

売上高                 （百万円）  73,702  81,864  102,973

経常利益              （百万円）  4,637  4,201  6,225

四半期（当期）純利益   （百万円）  3,036  2,446  3,904

四半期包括利益又は包括利益 
             （百万円） 

 2,971  2,501  3,844

純資産額               （百万円）  34,799  37,178  35,680

総資産額               （百万円）  82,059  81,219  79,774

１株当たり四半期（当期）純利益金額 
                           （円） 

 112.76  90.78  144.99

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益金額   （円） 

 112.56  90.47  144.67

自己資本比率               （％）  42.4  45.7  44.7

回次 
第61期 
第３四半期 
連結会計期間 

第62期 
第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 

自平成23年 
８月１日 
至平成23年 
10月31日 

自平成24年 
８月１日 
至平成24年 
10月31日 

１株当たり四半期純利益金額 （円）  19.36  20.90

２【事業の内容】 
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 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 
 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 
  

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。 
  
(1）業績の状況 
当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災による影響が残る中、復興需要等を背景に、生
産、企業収益等に持ち直しの動きが見られ、個人消費も緩やかな増加に転じるなど、景気回復の動きが現れたもの
の、欧州政府債務危機を巡る海外景気の減速感の広がりや、電力供給の制約、デフレの影響等により景気が下押しさ
れるリスクも存在しており、また今後においては各種の増税政策や保険料負担の増加等の動向により、消費の先行き
の不透明感が残る状況にあります。 
当社グループが主体とする不動産業界においては、消費の不透明感の影響がありながらも、住宅エコポイント制度
や低金利政策等の各種の住宅取得促進政策を背景に、新設住宅着工戸数が持ち直し、また地価下落傾向の底打ち感が
現れておりますが、その一方で供給過剰感が出始めており、在庫リスクが強まってきております。 
このような市場環境に鑑み、当社グループの主力である戸建住宅においては、適正な在庫回転率及び在庫水準維持
のための仕入・着工・販売のバランスの平準化、「長期優良住宅」認定住宅の標準仕様化、住宅性能評価書全棟取
得、東海及び関西地方へのエリア展開、首都圏における新規出店等を通じ、安定的な事業基盤の構築及び事業の拡大
を図りました。 
たな卸資産については、第２四半期連結会計期間の決済戸数を伸ばした結果、その反動により当第３四半期連結会
計期間において期間中の決済可能在庫が当初予定よりも減少し、決済戸数が前年同期と比べ減少しましたが、当第３
四半期連結会計期間において仕入・着工は順調に推移しており、第４四半期連結会計期間以降に寄与するたな卸資産
の確保ができております。 
その結果、当第３四半期連結累計期間において、売上高については概ね想定通りの水準となり、利益面においても
緩やかな回復基調はあるものの、期初からの土地仕入競争の激化並びに供給過剰気味な市場の影響を受け、粗利益額
及び粗利益率は前年同期と比べ低下しました。 
販売費及び一般管理費においては概ね想定通りの水準を維持し、財務面においても最適資金調達の基本方針に沿っ
た財務活動を実施することにより、金融費用の低減を図ることができております。 
以上の事由により、当第３四半期連結累計期間における売上高は 百万円（前年同期比 ％増）、営業利
益は 百万円（前年同期比 ％減）、経常利益は 百万円（前年同期比 ％減）、四半期純利益は

百万円（前年同期比 ％減）となりました。 
  
 セグメントの業績は次のとおりであります。 
  
①不動産分譲事業 
 戸建住宅におきましては、前年同期と比較して販売戸数が 戸増加したこと等により、戸建住宅に係る売上高
は 億４百万円（前年同期比 ％増）となりました。土地に係る売上高は８億 百万円（前年同期比 ％
減）、建築条件付戸建住宅に係る売上高は８億 百万円（前年同期比 ％減）、不動産分譲事業の周辺業務に係
る売上高は１億 百万円（前年同期比 ％減）となりました。これらにより、不動産分譲事業全体の売上高は
億 百万円（前年同期比 ％増）となりました。 
②建築請負事業 
 建築請負事業に係る売上高は、 億 百万円（前年同期比 ％減）となりました。 
③不動産賃貸事業 
 不動産賃貸事業に係る売上高は、２億 百万円（前年同期比 ％増）となりました。 
   

第２【事業の状況】 
１【事業等のリスク】 

２【経営上の重要な契約等】 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

818億64 11.1
46億27 12.3 42億１ 9.4

24億46 19.4

324
779 14.8 16 19.8

63 64.4
68 5.0 797

53 11.6

18 49 6.4

61 5.8
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(2）財政状態の分析 
 当第３四半期連結会計期間末の資産合計は 百万円となり、前連結会計年度末比で 百万円の増加とな
りました。これは主に、現金及び預金が 億 百万円減少したのに対し、土地仕入の強化等によりたな卸資産が 億
百万円増加したこと等によるものであります。 

 当第３四半期連結会計期間末の負債合計は 百万円となり、前連結会計年度末比で 百万円の減少となりま
した。これは、主に不動産分譲事業における事業用地仕入資金として借り入れた借入金が 億 百万円増加したのに
対し、未払法人税等が 億 百万円減少したこと等によるものであります。 

 当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は 百万円となり、前連結会計年度末比で 百万円の増加と
なりました。これは主に、剰余金の配当 億 百万円に対し、四半期純利益 百万円を計上したこと等によるも
のであります。 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 
 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(4）研究開発活動 
 記載すべき重要な研究開発活動はありません。 

(5）従業員数 
 当第３四半期連結累計期間において、当社グループの従業員数は前連結会計年度末と比べて69名増加し、534名と
なりました。これは主に不動産分譲事業における業容拡大に伴う採用によるものであります。 

812億19 14億44
40 47 53

35

440億40 53
15 31

16 61

371億78 14億98
10 23 24億46
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成24年12月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により
発行された株式数は含まれておりません。 

  

 該当事項はありません。 
  

該当事項はありません。 
  

第３【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  107,346,224

計  107,346,224

種類 
第３四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（平成24年10月31日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成24年12月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  26,965,956  26,965,956
東京証券取引所 
市場第一部 

単元株式数 
100株 

計  26,965,956  26,965,956 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 
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該当事項はありません。 
  

  

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

（４）【ライツプランの内容】 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 
（百万円） 

平成24年８月１日～ 
平成24年10月31日  

 －  26,965,956  －  7,818  －  8,109

（６）【大株主の状況】 
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、
記載することができないことから、直前の基準日（平成24年７月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお
ります。 

  
①【発行済株式】 

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,300株（議決権の数13
個）含まれております。 

２．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式55株が含まれております。 

②【自己株式等】 

（注）株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が560株（議決権の数５個）あります。
なお、当該株式は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に500株含まれており、「単元未満
株式」の欄に60株含まれております。 

 該当事項はありません。  

（７）【議決権の状況】 

  平成24年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 
普通株式 

 14,400

－ － 

完全議決権株式（その他）（注）１ 
普通株式 

 26,867,800
 268,678 － 

単元未満株式（注）２ 
普通株式 

 83,756
－ － 

発行済株式総数  26,965,956 － － 

総株主の議決権 －  268,678 － 

   平成24年７月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社東栄住宅 
東京都西東京市芝久 
保町四丁目26番３号 

 14,400  －  14,400  0.05

計 ―  14,400  －  14,400  0.05

２【役員の状況】 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 
 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府
令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年８月１日から平
成24年10月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年２月１日から平成24年10月31日まで）に係る四半期連
結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

第４【経理の状況】 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年１月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年10月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 12,766 8,718 
販売用不動産 15,550 16,496 
仕掛販売用不動産 32,334 36,492 
未成工事支出金 5,066 5,296 
その他 886 1,082 
貸倒引当金 △1 － 

流動資産合計 66,602 68,085 
固定資産   
有形固定資産   
建物 4,730 4,832 
土地 8,360 8,250 
その他 475 499 
減価償却累計額 △1,708 △1,817 

有形固定資産合計 11,858 11,765 
無形固定資産 195 146 
投資その他の資産   
投資有価証券 544 654 
その他 603 595 
貸倒引当金 △30 △29 

投資その他の資産合計 1,117 1,220 

固定資産合計 13,171 13,133 

資産合計 79,774 81,219 
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年１月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年10月31日) 

負債の部   
流動負債   
支払手形及び営業未払金 11,766 11,392 
短期借入金 26,836 28,708 
1年内返済予定の長期借入金 426 343 
未払法人税等 2,232 571 
賞与引当金 53 214 
その他 1,192 1,461 
流動負債合計 42,509 42,691 

固定負債   
長期借入金 631 373 
退職給付引当金 491 533 
保証工事引当金 306 294 
その他 155 147 
固定負債合計 1,585 1,348 

負債合計 44,094 44,040 
純資産の部   
株主資本   
資本金 7,811 7,818 
資本剰余金 8,103 8,109 
利益剰余金 19,577 21,000 
自己株式 △40 △41 

株主資本合計 35,451 36,887 
その他の包括利益累計額   
その他有価証券評価差額金 188 243 
その他の包括利益累計額合計 188 243 

新株予約権 40 47 
純資産合計 35,680 37,178 

負債純資産合計 79,774 81,219 

8875/2013年-10-



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成23年10月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年２月１日 
 至 平成24年10月31日) 

売上高 73,702 81,864 
売上原価 62,393 70,613 
売上総利益 11,309 11,250 
販売費及び一般管理費 6,032 6,622 
営業利益 5,277 4,627 

営業外収益   
受取利息及び配当金 19 22 
受取保険金 36 9 
還付加算金 6 － 
その他 15 17 
営業外収益合計 77 48 

営業外費用   
支払利息 465 333 
融資手数料 167 102 
その他 84 38 
営業外費用合計 717 474 

経常利益 4,637 4,201 
特別利益   
固定資産売却益 3 0 
退職給付制度改定益 249 － 

特別利益合計 252 0 
特別損失   
固定資産売却損 17 6 
減損損失 － 0 
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 4 － 

特別損失合計 22 7 

税金等調整前四半期純利益 4,867 4,194 
法人税、住民税及び事業税 1,505 1,666 
法人税等調整額 326 82 
法人税等合計 1,831 1,748 

少数株主損益調整前四半期純利益 3,036 2,446 

四半期純利益 3,036 2,446 
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成23年10月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年２月１日 
 至 平成24年10月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 3,036 2,446 
その他の包括利益   
その他有価証券評価差額金 △65 55 

その他の包括利益合計 △65 55 

四半期包括利益 2,971 2,501 
（内訳）   
親会社株主に係る四半期包括利益 2,971 2,501 
少数株主に係る四半期包括利益 － － 
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 該当事項はありません。 
  

  

【会計方針の変更等】 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成24年２月１日 至 平成24年10月31日) 
（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用） 
第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６
月30日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月
30日）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号 平成22年６月30日）を適用
しております。 
この適用により潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、ストック・オプションの権利行使によ
り払い込まれた場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額のうち、将来企業に提供されるサービスに
係る分を含めて算定しております。 
また、前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の数値は、当該会計方針の変更
を反映した遡及修正後の数値を記載しております。 
なお、これによる影響については、「１株当たり情報に関する注記」に記載しております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

【追加情報】 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成24年２月１日 至 平成24年10月31日) 
（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用） 
第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤
謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関
する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 
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該当事項はありません。 
  

該当事項はありません。 
  

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半
期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。  

  

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成23年２月１日 至 平成23年10月31日） 
(1）配当金の支払額 

(注）平成23年４月26日定時株主総会決議の１株当たり配当額40円には、創立60周年に伴う記念配当10円が含まれており
ます。  

(2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期
間末日後となるもの 
該当事項はありません。 
  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成24年２月１日 至 平成24年10月31日） 
(1）配当金の支払額 

  
(2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期
間末日後となるもの 
該当事項はありません。 

【注記事項】 
（四半期連結貸借対照表関係） 

（四半期連結損益計算書関係） 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
  
  

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年２月１日 
至 平成23年10月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年２月１日 
至 平成24年10月31日） 

 減価償却費 百万円 196 百万円  197

（株主資本等関係） 

決議 株式の種類 配当金の総額 （百万円） 
１株当たり 
配当額（円） 基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年４月26日 
定時株主総会 

普通株式  1,076  40 平成23年１月31日 平成23年４月27日 利益剰余金 

平成23年９月２日 
取締役会  

普通株式  511  19 平成23年７月31日 平成23年９月30日 利益剰余金 

決議 株式の種類 配当金の総額 （百万円） 
１株当たり 
配当額（円） 基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年４月24日 
定時株主総会 

普通株式  511  19 平成24年１月31日 平成24年４月25日 利益剰余金 

平成24年９月３日 
取締役会 

普通株式  512  19 平成24年７月31日 平成24年９月28日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成23年２月１日 至 平成23年10月31日） 
報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

（注）１．セグメント利益の調整額 百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま
す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る一般管理費等であります。 

   ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
  
Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成24年２月１日 至 平成24年10月31日） 
報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額 百万円は、各報告セグメントに配分していない全社
費用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る一般管理費等であ
ります。 

   ２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
  

（セグメント情報等） 
【セグメント情報】 

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

不動産分譲 
事業 

建築請負 
事業 

不動産賃貸 
事業 計 

売上高             

外部顧客への売上高  71,480  1,974  247  73,702  －  73,702

セグメント間の内部売上高 
又は振替高  10  271  －  282  △282  －

計  71,491  2,246  247  73,985  △282  73,702

セグメント利益  6,680  1  110  6,792  △1,514  5,277

△1,514

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

不動産分譲 
事業 

建築請負 
事業 

不動産賃貸 
事業 計 

売上高             

外部顧客への売上高  79,753  1,849  261  81,864  －  81,864

セグメント間の内部売上高 
又は振替高  8  184  －  192  △192  －

計  79,762  2,033  261  82,056  △192  81,864

セグメント利益又は損失（△）  6,104  △19  113  6,199  △1,571  4,627

△1,571
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎
は、以下のとおりであります。 

（会計方針の変更） 
 第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６
月30日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月
30日）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号 平成22年６月30日）を適用
しております。 
 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オ
プションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評
価額のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。 
 これらの会計基準等を適用しなかった場合の、前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額は、 円 銭になります。 
  

 該当事項はありません。 

 平成24年９月３日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）配当金の総額………………………………………… 百万円  
（ロ）１株当たりの金額…………………………………… 円  
（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……………平成24年９月28日  

（注）平成24年７月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主、もしくは登録された質権者に対し、支払いを
行っております。 

（１株当たり情報） 

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年２月１日 
至 平成23年10月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年２月１日 
至 平成24年10月31日） 

(1）１株当たり四半期純利益金額 円 銭 112 76 円 銭 90 78

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  3,036  2,446

普通株式に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  3,036  2,446

普通株式の期中平均株式数（千株）  26,927  26,944

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円 銭 112 56 円 銭 90 47

（算定上の基礎）     

四半期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（千株）  48  92

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株
式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも
のの概要 

 －  －

112 51

（重要な後発事象） 

２【その他】 
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東栄
住宅の平成２４年２月１日から平成２５年１月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２４年８月１
日から平成２４年１０月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２４年２月１日から平成２４年１０月３１日ま
で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書
及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。 
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  
監査人の結論 
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東栄住宅及び連結子会社の平成２４年１０月３１日現在の財
政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて
の重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 
  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成２４年１２月１０日

株式会社東栄住宅 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  指定有限責任社員 
業務執行社員  公認会計士 山口 光信  印 

  
  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士 柴田 憲一  印 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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